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報 告

　本年２月に設立した連合総研「雇用ニューディール」研

究委員会は、以降7月まで５回の研究委員会を開催し、こ

の10月初めにその討議内容をとりまとめた「報告書」を発

表している。

　「全ての人 を々対象とし、支援サービスを伴う包括的な

雇用対策を」の副題を付した報告書は、総論・「雇用対策・

ニューディール」（神野直彦関西学院大学教授･本研究会主

査執筆）および第Ⅱ部「雇用情勢の特色と雇用･社会政策

の提言」の二部構成で編集されている。

　本研究委員会は、「日本経済社会は、100年に一度とい

われる世界金融危機のなかで未曾有の先進国同時不況に

直面し、生産減少、失業者増大、生活不安の高まりなど

深刻な事態に直面している。この背景には、従来のアメリ

カ中心の金融・生産・貿易の世界システムが抜本的な再編

を迫られているという構造問題が浮上している」との問題

意識の下に、「現下の経済不況の構造的特色を明らかにす

るとともに、国民･住民の生活と雇用の安心･安定を確保す

るために緊急に必要な雇用対策、社会保障策の具体的内

容ならびに今後中長期的に必要な雇用創出策、社会保障

強化策、新産業育成策などの『ニューディール政策』を検討」

することを目的に設立された。その委員は、連合総研のこ

れまでの研究プロジェクトで積極的に発言してきた10名（含

む主査）の学識者であり、５回にわたる委員会討議を行い、

この「報告書」をとりまとめた。

　本研究委員会の討議を踏まえて主査が執筆した総論は、

現在の「大危機」において従来の雇用対策を「新規まき直 

し」をして社会改革を進めねばならないことの必要性を論

じている。

　“「雇用対策・ニューディール」とは雇用対策の「新規ま

き直し」、つまり従来の雇用対策を抜本的に方向転換させ

ることを意味する。”この“認識は、「100年に一度の危機」

と命名された世界的な「大危機」の発生に起因している。”

そして、“「ニューディール」という言葉を使用した背後には、

この前の「100年に一度の危機」である1929年の世界恐慌

の歴史的経験に学ぶという含意”であると述べ、“1929年

の世界恐慌を克服するために、アメリカのルーズベルト政

権は、救済（Relief）、復興（Renewal）、改革（Reform）

を合言葉とするニューディールを掲げる。このニューディー

全ての人 を々対象とし、支援サービスを伴う包括的な雇用対策を
−連合総研「雇用ニューディール研究委員会報告書」−

主　　　　査：神野　直彦　関西学院大学教授

委　　　　員：埋橋　孝文　同志社大学教授

　　　〃　 　：禿　あや美　跡見学園女子大学准教授

　　　〃　 　：駒村　康平　慶応大学教授

　　　〃　 　：小峰　隆夫　法政大学教授

　　　〃　 　：玄田　有史　東京大学教授

　　　〃　 　：久本　憲夫　京都大学教授

委　　　　員：水町勇一郎　東京大学准教授

　　　〃　 　：宮本　太郎　北海道大学教授

　　　〃　 　：薦田　隆成　連合総研所長

事 務 局：成川　秀明　上席研究員　

　　　〃　 　：澤井　景子　主任研究員

　　　〃　 　：麻生　裕子　主任研究員

　　　〃　 　：小熊　栄　　研究員

「雇用ニューディール」研究委員会の委員一覧（50音順）

１．本研究委員会の設立趣旨と研究経過

2．雇用対策の新規まき直しにより社会改革を

―  10  ― ―  11  ―



DIO 2009, 10

ルの景気対策として讃えられるけれども、第一期に展開さ

れた救済と復興という景気対策は、失敗に終わったといわ

れている。ニューディールの歴史的意義は第二期の改革、

つまりワグナー法といわれる全国労働関係法の制度や社会

保障制度の形成による「社会改革」にあると評価されてい

る。”と指摘する。

　そして“「大危機」は一つの時代の終わりと、一つの時

代の始まりを告げている。”として、“ニューディールの歴史

的意義は、「大危機」への対症療法的救済ではなく、新し

き時代の雇用政策を創造することに見い出せる。そうだと

すれば、この「大危機」に際しても対症療法的救済だけで

はなく、新しき時代の雇用政策をデザインする必要があ

る。”と提起する。

　現在の解体期への対応として、3つの道が認められる。

その第1の対応の道は、“現在の「大危機」は「パクス・ア

メリカーナ」を護持するために、福祉国家を解体しようと

する新自由主義の企て”であり、“新自由主義は「規制緩和」

と「小さな政府」を標榜する。つまり労働市場への規制を

緩和し、社会保障給付を縮減しようとした”道である。第

2の道としては、“「大きな政府」を根源的に否定するのでは

なく、福祉国家のメリットである生活保障と雇用保障を新

しい状況のもとで再生させる方途が探られていく。”“福祉

と雇用を重視するヨーロッパ社会経済モデルのメリットを生

かしながら、新しい状況のもとで機能するヨーロッパ社会

経済モデルを模索していく”ものであり、現金給付による

生活保障を重視したドイツタイプである。第3の道は、“ス

カンジナビアタイプ”であり、“スウェーデンがドイツよりも

格差も貧困も抑えることに成功している秘訣は、ドイツが

現金給付中心の生活保障なのに対して、スウェーデンがサ

ービス給付に重点を置いている点にある”とし、“産業構

造が転換すると、女性の進出する労働市場が拡大する。

そうすると、家庭内で無償労働に従事していた者が姿を消

してしまう。そうした状況のもとでは、現金給付だけでは

なく、家庭内において無償労働で提供されていた育児や養

老を政府がサービス給付として提供しなくては生活保障が

困難となる。”と現代における産業構造への対応から、サ

ービス給付を重視した“スウェーデンが「大きな政府」にも

かかわらず、経済成長を遂げている秘訣は、こうしたサー

ビス給付による産業構造の転換が図られている”として第

3の道の特色をあげている。

　以上のように危機対応における3つの道を示した上で、

総論は、未来を見据えた「雇用対策・ニューディール」の

原則を提示している。

　“第一の基準は、普遍性の原則、つまりユニバーサルの

原則である。つまり、デザインされる雇用対策は、すべて

の社会の構成員を排除することなく適用されなければなら

ない。もちろん、正社員だけではなくすべての雇用される

者が包括される。相違のある対応も適用についてはユニバ

ーサルで、かつ相違のある対応が平等な処遇に結びつく限

りにおいて認められる。

　第二の基準は、体系性の原則である。個々の対策がパ

ッチワーク的に打たれるのではなく、相互に関連づけられ、

有機的に体系づけられなければならない。しかも、雇用

保障と生活保障も相互に関連づけられた対策でなければ

ならない。

　第三の基準は、包括性の原則である。つまり、サービス

給付を重視し、現金給付による保障から現金給付とサービ

ス給付をセットで保障する包括的保障が提供されなければ

ならないという原則である。

　新しい職務に就くため職業訓練に従事している者には、

3．雇用対策・ニューディールの原則
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その生活を保障する職業訓練手当という現金給付と、職業

訓練サービスをセットで給付して雇用を保障する。もちろ

ん、こうした現金給付もサービス給付もユニバーサルに提

供されなければならない。しかも、雇用保障とともに生活

保障が関連づけられて体系化されている必要がある。

　こうした3つの基準の背後には、すべての社会の構成員

が掛け替えのない存在であるという相互確認を前提にして

いる。そうした相互確認を前提にすれば、雇用保障につい

ても、社会の共同責任となるはずである。

　そうだとすれば、こうした「雇用ニューディール」の立案、

執行、評価のプロセスに雇用形態にかかわりなく、すべて

の働く者に参加が保障されなければならない。しかも、そ

うした参加には労働組合が基軸的な役割を演じなければ

ならないのである。”と指摘している。

　報告書の第Ⅱ部は、委員会討議をとりまとめた「雇用情

勢の特色」および「政策に関する提言」となっている。

　「雇用情勢の特色」では、現在の不況が戦後最大の不

況であることの構造要因が示され、またこの間に日本政府

が緊急実施している雇用対策が事後的な対症療法にとど

まっていることが指摘されている。

　世界同時不況の構造要因では、①米国経済社会の過剰

消費とアジアのドル建て債権累積というグローバル・インバ

ランスが影響していること、②欧米の金融機関のリスク管

理の不十分さが世界金融システムの脆弱性を高めているこ

と、③基軸通貨国の米国の過度な金融緩和策が、この間

にIT、住宅、株式、原油など各種の商品投機バブルを発

生させ、またその破綻を生み、世界経済の動揺を生んで

いること、④日本における生産・需要の落ち込みは戦後最

悪の大きさであり、2009年夏には景気底打ちの動きもみら

れつつも、そのGDP水準は2008年度の約9割の低さにと

どまっていること、⑤そのなかで失業が急増しており、

2009年夏には戦後最悪の失業状況に落ち込み、今後につ

いても改善の兆しが未だ見込めないことを指摘している。

　この危機的状況に対して、日本政府は財政出動による景

気対策および雇用対策を計4回にわたり打ち出しているが、

その内容はあくまでも臨時的応急手措置にとどまっている。

景気対策では、第1弾として、2008年度第1次補正予算

（2008年10月）による緊急総合経済対策（財政支出1.8兆

円）、第2弾として第2次補正予算（2009年1月）による「生

活対策」（財政支出：4.8兆円）、第3弾として2009年度第1

次補正予算（同年5月）による「経済危機対策」（財政支出：

14.7兆円）など、2009年度予算を含めると、計4回にわた

り財政発動による景気刺激策がとられている。その雇用対

策では、失業者･離職者に生活手当を貸与・供与する「緊

急人材育成･就職支援基金」などを実施しつつあるが、そ

の施策を支える職業訓練事業や就職支援人員が不足して

いる問題に対する対策は用意されていない。雇用維持策と

しては雇用調整助成金の適用条件の緩和により企業に雇

用維持を促す策を拡大したが、6カ月未満勤続者や雇用保

険未加入企業には適用されないなどの基本的問題に対す

る対策が欠けているなど緊急対応策にとどまっている。

　そして、これら新しい雇用・社会政策の立案と実施では、

関係者の意見を十分に聞き、討議し、関係者の参加を得

ること、この「対話」の場の形成が、この新しい政策が社

会的に成果を挙げる大きな条件になっていると指摘してい

る。

　以上のような危機的な雇用情勢および雇用対策の問題

点を克服するため、本報告書会は、以下3つの分野におけ

4．世界同時不況下の雇用情勢

5．新しい雇用・社会政策の具体的提言
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全ての人々を対象とし、支援サービスを伴う包括的な雇用対策を

る雇用・社会政策の改革案を提示している。その1つは、

全ての人々の生活を保障する雇用保険、社会保障制度へ

の改革および最低賃金引き上げの提言であり、2つには、

積極的労働市場政策の推進と非正規雇用労働者の格差是

正の提言である。3つ目の対策では、雇用創出策、新産業・

社会的事業の振興策の積極的な推進を提言している。

（1）全ての人々 の生活を保障する雇用保険、社会保障

　　 制度への改革と最賃の引き上げ

　現在の雇用保険や社会保障制度においては一部の人々

が適用除外となる事例が生じている。これを改め、全ての

人々がこれら制度の対象者となる（普遍性の原則）制度に

改定し、また雇用保険と社会保険の連携をはかって（体系

性の原理）、雇用不安と生活不安の解決をはかる必要があ

る。加えて、人 に々安心を与える生活保障とするには、金

銭給付にとどまらずに人 の々社会参加を支援する社会的サ

ービス給付を伴うことが重要になっている（包括性の原理）。

そして、この3つの原則を進める具体的対策として、以下の

対策を進める必要がある。

　①全ての雇用者の雇用保険加入と受給資格の付与

　②全ての子供に対し、児童手当と保育サービスをセット

とした育児支援給付、および介護サービスの普遍的

給付などの社会的サービスの普遍的支給の実施

　③全ての人 を々カバーした医療保険への改革

　④最低保障年金付きの年金制度への改革

　⑤全ての人々に最低生活所得を保障する生活保護制度

への改革

　そして、これらの制度・政策の改革では、派遣、契約な

どの非正規雇用労働者および無就業者についてもそれぞ

れの制度の対象者とし、それらの人 の々就労など社会参加

に対する積極的な支援サービスが伴われなければならな

い。そのためには、育児・保育サービスの抜本強化や介護

サービスの普遍化を進めることが極めて重要になっている

と報告書は指摘している。

　また、現況の生活の先行き不安の高まりや勤労貧困者（ワ

ーキングプア）の増大には、日本における低賃金層の存在

が影響を与えている。この生活困窮問題を改善するため、

「最賃法」2008年改正の「生活保護との整合性も考慮する」

という決定基準を重視し、全ての地域において法定最低

賃金を生活保護単身者生活扶助額水準以上に引き上げる

ことを報告書は提起している。

（2）積極的労働市場政策の推進、非正規雇用格差の

　　 是正の提言

　第二に強化すべき政策として、就職支援（アクティベーシ

ョン）策、労働時間短縮の積極的な実施による雇用維持･

創出および均等待遇ルールによる非正規雇用労働者の格

差の是正の対策を報告書は提起している。

　日本における高度成長期以降の雇用対策では企業活動

の活性化が前提とされ、景気対策によって雇用回復を図る

との考え方が基調とされてきた。これに対して、報告書は、

この危機の時代にはむしろ雇用対策によって社会の活性化

をはかる必要があること、したがって「社会改革」を促す

積極的な雇用対策を行うことが必要だと論じている。そし

て、その具体策として以下の対策の実施を提言している。

　①全ての職業紹介所に責任ある相当数の就職支援員を

配置する

　②職業訓練付き失業扶助制度を創設し、公的職業訓練

サービス給付を希望者全てに提供するよう抜本拡充

する

　③休業日数の増、時間外労働削減によるワークシェアリ

ングを推進する

　④所定労働時間を短縮して雇用の維持･創出をはかる
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　⑤雇用保険二事業・雇用調整助成金制度を全ての労働

者、全ての事業所に適用して雇用維持をはかる

　また、現況の失業増大や生活の不安の高まりには、非正

規雇用労働者の不安定な雇用・労働条件、社会・労働保

険の未適用などの問題が大きく影響している。この問題を

解決するため、①均等待遇ルールの社会的確立などにより

非正規雇用労働者の雇用・労働条件格差を是正すること、

および②「準正規雇用」区分の創設による非正規雇用の

雇用格差の改善をはかることを報告書は強調している。

（3）雇用創出策、新産業・社会的事業の振興策の

　　 積極的な推進

　現在の高い失業率、雇用不安、生活不安を解消してい

くには、政府自らが雇用創出、持続可能な社会保障制度

改革、雇用を生み出す産業への振興策の実施など、以下

の新しい社会的事業を積極的に進める必要があると報告

書は提言している。

①医療・介護・保育の労働環境改善策と人材育成事業の

実施

　医療、介護、保育サービス事業では雇用が着実に増え

ている。しかし、これら産業・事業では離職・転職者も多

く、深刻な人手不足も指摘されている。政府は、医療、介

護、保育事業のそれぞれについて、その人材不足を生み出

す長労働時間、低賃金、損害責任の厳しさなどの改善策を

早急に実施し、これら産業における雇用増を実現する。

②環境保全・省エネに関わる技術開発人材の育成、環境

事業の振興

　政府は、民間企業や生活部門が進めている環境保全、

省エネ促進などの環境保全に対する振興策を強化する。

また環境関連の事業・研究技術者などの人材育成、環境

教育を進める。交通分野における低炭素交通機関の振興

策を強める。農業、林業、さらに再生エネルギーの生産に

貢献している産業の振興を強め、地域における環境保全、

再生エネルギー技術の育成・振興をはかる。

③就労支援など社会的支援サービス事業の拡充と非営

利・社会目的の社会的事業体（NPO・ソーシアルエン

タープライズ）の振興

　政府および地方自治体は、人 の々生活改善ニーズを受け

とめ、家族、住居、子育て、介護・医療など生活諸分野

において、これら社会的支援サービス事業を積極的に推

進する。またこれら事業に関わる人材の育成事業を進める。

その際には、これら社会的支援サービス提供目的の非営

利団体、社会的福祉団体などに対して、その事業化や事

業拡大について積極的に助成し、非営利事業による社会

支援サービス提供の条件を整える。

④職業教育、生涯教育など教育体制の強化と教育事業で

の地域雇用創出

　政府は、職業専門教育、一般教育での職業教育を抜本

的に強化する職業教育の計画的推進を行う。また職業教

育を担う人材育成を大規模に実施し、これら職業教育に

関わる分野における雇用、職業の増大をめざす。また、生

涯教育に対する人々のニーズに応え、若年・青年期のみで

なく、生涯のあらゆる段階で教育が受けられる生涯教育制

度を整備し、その人材育成・確保をはかる。

⑤地域における就業・雇用創出事業に対する政府支援の

強化

　地域における就業・雇用減に歯止めをかけるため、政府、

自治体は「地域事業興し」や地域産業構造の6次産業化に

よる雇用創出、また地域人材育成事業を強化する。
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